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ＴＥＬ （０３） ６６６７－８２８１
平成１８年１１月　９日

親会社における当社の議決権所有比率 56.4％

１．1８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）
（１）連結経営成績

百万円 百万円 百万円

百万円 円 銭 円 銭

持分法は適用しておりません。

（２）連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

３

（３）連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

△

△

△

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

２．1９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

百万円 百万円 百万円

１株当たり予想当期純利益
予想営業利益

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分
に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、今後様々な要因によって上記予想値と異なる
場合があります。
なお、上記予想に関する事項は、添付資料５ページを参照して下さい。

経常利益

中間(当期)純利益

４．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

18年9月中間期 １１，０２１

株
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売　上　高

51.4

％

4.2

無

営業利益

24,486,54824,481,500 株

０社

３５３

連結子会社数 １社

１，２４０

５４０

１，２７５ △

△

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

関連会社数

１，１２９

非連結子会社数 １社

１８年３月期

１，９７６

９９６

５９０

経 常 利 益 当 期 純 利 益売 上 高

１，０００

該当事項はありません。

９３０ 百万円
２４ 円 １０ 銭

通　　　期 ２３，８００

（参考）

５１１

１，２１８

３７９

７１４

３０６

18年9月中間期

17年9月中間期

株（注） 期末発行済株式数(連結) 18年9月中間期 24,480,750 株 17年9月中間期

現金及び現金同等物

．

24,482,550 株

４５８ ． ０１１１，２２１ ４９

期 末 残 高

． ７１

４７ ．

４６１

18年3月期24,485,315

自己資本比率

２２，８２２ １０，７６８

９４７ ．

２

18年9月中間期 ２３，６１６ １１，３２９

純　資　産

２．期中平均株式数(連結)

３．会計処理の方法の変更

17年9月中間期 ９，２７０ △

１８年３月期 ２０，４１０

17年9月中間期18年9月中間期

． ９４10.7 ６

％

３２９

２１７7.5

３００

△ 16.0２８８47.7△

８６５

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

８３４

△

．

18年9月中間期 １６９

２２

７ ． ７７

△

－

株 18年3月期 24,485,138

４３９ ． ８１

１株当たり純資産総　資　産

－

－

－

－

２１

17年9月中間期 －１９０ 0.7

１８年３月期 ５２７

営 業 活 動 に よ る

（注）

17年9月中間期

１８年３月期 ２２，７６１

１．持分法投資損益

キャッシュ・フロー

財務活動による

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

－１－
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企 業 集 団 の 状 況 
 
 
  当企業集団（当社及び当社の関係会社）は、当社、親会社、子会社２社で構成され、ファイン製品部 
門、化成品部門の各事業の製造販売ならびに輸出入等の事業を行っております。 
  当グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。 
 
 
  ファイン製品事業      医農薬関連化学品（医薬品、動物薬、農薬等の中間体や原料）及び機能性

化学品（触媒、溶剤、高分子添加剤、樹脂、ＩＴ関連、写真薬等用）を製

造、販売しております。 
 
  化 成 品 事 業    各種塗料原料等になる多価アルコール類やホルムアルデヒド類等を製造、

販売しております。 

 
  連結子会社広栄パーストープ㈱は多価アルコール製品の販売先であります。 

非連結子会社広栄テクノ㈱は、化成品の販売先であり、また、同社は化学物質の安全性試験および当

社への人材派遣を行っております。 
なお、当社は、千葉プラントの用地を親会社から賃借しております。 
 

 

 
 
 

購          入          先販          売          先

連 結 子 会 社

提 出 会 社 （ 当 社 ）

非 連 結 子 会 社

広 栄 テ ク ノ 株 式 会 社

  親会社
  住友化学株式会社

フ ァ イ ン 製 品 部 門

そ　　　　の　　　　他そ　　　　の　　　　他
  親会社
  住友化学株式会社

広栄パーストープ株式会社

化 成 品 部 門

親 会 社

住 友 化 学 株 式 会 社

製品・
安全性試験

製   品 製  品 原 材 料製   品

工業用地の貸借

製   品

製   品

人材派遣
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経 営 方 針 

 

１．会社の経営の基本方針 

当社グループは、含窒素有機化合物群における技術蓄積を活用し、ニッチ商品の充実

を図るとともに、新しい柱として基幹化合物、機能製品、気相製品の創出を目指すこと

により、高付加価値、高機能製品を提供してまいります。これらを通じて社会の発展に

貢献するとともに、株主の皆様のために公正な収益活動を営み、併せて地域社会と融和

し、あらゆる取引先等の信頼と期待に応え、また従業員にとりましても働きがい・生き

がいの感じられる企業グループを目指します。 

 

 

２．会社の利益配分に関する基本方針 

   当社は、株主の皆様の長期的かつ安定的な利益の確保と当社の将来的な事業展開に備

えるための株主資本の充実等とのバランスを総合的に勘案し、利益配分を決定すること

としております。 

 

 

３．中長期的な会社の経営戦略と課題 

当社グループは、平成１６年度を初年度とする３年間の中期経営計画におきまして、

「持続的成長を可能とする事業基盤の確立」を基本方針として、コスト競争力の更なる

強化および新製品開発力の強化・スピードアップを目指しております。 

具体的には、①製造原価の合理化、②物流・商流の合理化、③製造・研究の千葉集中、

④在庫縮減を含む資産経営改革、⑤新製品開発の効率化・スピードアップ、⑥社員のや

る気を喚起する体制作り等の課題に機動的・部門横断的に取り組んでおり、計画は着実

に進捗しております。新製品の開発に際しましては、当社の強みであるブランド力・コ

ア技術・ユーザー基盤を生かしスピードアップを図るとともに、開発テーマの選択と集

中により開発体制の強化・充実を推進してまいります。 

本計画では業績目標として、３年間で３０億円のコスト削減および３０億円の新製品

上市、また株主資本利益率（ＲＯＥ）７％達成を掲げ、一段の業績向上に向けて、鋭意

努めてまいります。 
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   広栄化学【連結】  

経営成績及び財政状態 

 
１．経営成績 

(1) 当上半期の概況 
当上半期のわが国経済は、米国経済減速の影響を受け、輸出の伸びはやや鈍化しまし

たが、企業収益が順調に推移し、設備投資の拡大、個人消費の緩やかな改善により、景

気は国内民間需要を中心に回復基調で推移いたしました。 
当社グループの製品関連分野におきましては、ファイン製品関係、化成品関係ともに

関連業界の需要が堅調に推移いたしました。 
このような情勢のもとで、当社グループは、拡販や原燃料価格高騰に対応した売価是

正に努めるとともに、中期経営計画に基づき、製造原価の合理化、物流・商流の合理化、

在庫縮減等のコストダウン施策および新製品の開発・早期上市を推進するなど、業績の

確保に取り組んでまいりました。 
この結果、当中間期の売上高は 110 億 2 千 1 百万円と前年同期に比べ 17 億 5 千 1 百

万円（18.9%）増加いたしました。営業利益は 3 億 2 千 9 百万円と前年同期に比べ 1 億 1
千 1 百万円（51.4％）増加し、経常利益は 3 億円と前年同期に比べ 1 千 2 百万円（4.2％）

増加いたしましたが、中間純利益は前年同期に比べ 2 千万円（10.7％）減少の 1 億 6 千 9
百万円にとどまりました。 
 

部門別の状況は、次のとおりであります。 
 
（ファイン製品部門） 

医農薬関連化学品では、販売競争が激化するなど厳しい状況が続きましたが、農薬中

間体等の新製品の販売が伸長し、販売は増加いたしました。機能性化学品の売上高も新

製品の上市・販売拡大により、大幅に増加いたしました。その他ファイン製品は、一部

製品の需要停滞等があり減少いたしました。この結果、この部門の売上高は 70 億 6 千 9
百万円（前年同期比 22.3％増）となり、営業利益は 4 億 3 千 4 百万円（前年同期比 227.6％
増）となりました。 
 
（化成品部門） 

多価アルコール類は、関連需要が堅調に推移したことに加え、販売価格の上昇により

増加いたしました。その他化成品は、ほぼ前期並の販売となりました。この結果、この

部門の売上高は 39 億 5 千 1 百万円（前年同期比 13.3％増）となりましたが、原燃料価格

高騰に対し価格是正が十分でなく、営業損失 1 億 5 百万円（前年同期は 84 百万円の営業

利益）となりました。 
 

（単位：百万円、未満切捨） 
 売 上 高 営 業 利 益 

 当中間期 前年中間期 増  減 当中間期 前年中間期 増  減 

ファイン製品部門 7,069 5,782 1,287 434 132 302

化 成 品 部 門 3,951 3,487 464 △105 84 △190

計 11,021 9,270 1,751 329 217 111
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 (2)通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、当面は国内民間需要を中心とした回復基調が維持され

るものと見込まれるものの、人件費の増加や原油価格高騰の影響が引き続き懸念される

など不透明感も強く、企業を取り巻く事業環境は予断を許さないものと思われます。 
このような状況におきまして、当社グループは、中期経営計画の仕上げとして、省エ

ネルギーや生産改革をはじめとする製造原価等の合理化を一段と推進し、コスト競争力

を強化する一方、引き続き原燃料価格上昇に対応した売価是正に努めるとともに、新製

品・新規市場・新規ユーザー開拓等のスピードアップを図るなど、収益力の向上に全力

を注いでまいります。 
通期の業績見通しといたしましては、売上高 238 億円（前期比 16.6％増）、営業利益

9 億 3 千万円（前期比 11.5％増）、経常利益 10 億円（前期比 15.6％増）、当期純利益 5
億 9 千万円（前期比 11.8%増）と予想しております。 
 
２．財政状態 

(1)キャッシュ・フローの状況 
当中間期の営業活動によるキャッシュ･フローは、売上債権、棚卸資産、仕入債務等の

運転資金需要の減少等により、前年中間期に比べて 14 億 3 千 5 百万円増加し、19 億 7
千 6 百万円の収入となりました。投資活動によるキャッシュ･フローは、設備投資支出等

の増加により前年中間期に比べ 7 億 7 千 6 百万円増加し、11 億 2 千 9 百万円の支出とな

りました。財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済等により 7 億 1 千 4
百万円の支出となりました。この結果、現金及び現金同等物は前期末に比べ 1 億 3 千 2
百万円増加し、5 億 1 千 1 百万円となりました。 

通期の見通しといたしましては、投資キャッシュ･フローは設備投資支出の増加が見込

まれますが、営業キャッシュ・フローは収益改善・在庫縮減のさらなる推進等により、

投資キャッシュ・フローを上回る収入が予想されるため、借入金は減少する見通しであ

ります。 
 
(2)キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 
 

平成 17 年
3 月期 

平成 17 年
9 月中間期

平成 18 年 
3 月期 

平成 18 年
9 月中間期

自己資本比率（％） 47.1 47.2 49.3 47.9

時価ベースの自己資本比率（％） 38.0 40.2 41.6 32.8

債務償還年数（年） 1.5 4.3 2.9 0.8

インタレスト・カバレッジ・レシ

オ 49.3 22.8 27.1 115.3

（注）自己資本比率：（純資産－少数株主持分）／総資産 
   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   中間期末における債務償還年数：有利子負債／（営業キャッシュ・フロー×２） 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。  
※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払
っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー
計算書の利息の支払額を使用しております。 



広栄化学【連結】

（単位：百万円、未満切捨）

期  別

自 18年 4月 1日 自 17年 4月 1日 増      減

科  目 至 18年 9月30日 至 17年 9月30日

金      額 金      額 金      額

１１，０２１ ９，２７０ １，７５１

８，８７７ ７，１８９ １，６８７

１，８１５ １，８６３ △ ４７

３２９ ２１７ １１１

( １０８ ) ( １６８ ) ( △ ６０ )

２５ ５４ △ ２８

８２ １１４ △ ３１

( １３６ ) ( ９７ ) ( ３９ )

１９ ２３ △ ３

１１６ ７３ ４３

３００ ２８８ １２

３００ ２８８ １２

１２ ３ ９

１１０ １００ １０

７ △ ５ １２

１６９ １９０ △ ２０

中 間 連 結 損 益 計 算 書

当中間期 前年中間期

（ ） （ ）

営 業 利 益

支 払 利 息

そ の 他 の 費 用

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

中 間 純 利 益

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

法人税、住民税および事業税

法 人 税 等 調 整 額

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

少 数 株 主 損 益

経 常 利 益

－６－



広栄化学【連結】

(単位：百万円、未満切捨)

前 期 前 期

  科     目 18.9.30 18.3.31 増 減 17.9.30  科     目 18.9.30 18.3.31 増 減 17.9.30
現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在

[ 23,616 ] [ 22,761 ] [ 854] [ 22,822 ] [ 12,286 ] [ 11,521 ] [ 765] [ 12,037 ]

流 動 資 産 ( 11,498 ) ( 12,000 ) ( △502) ( 12,432 ) 流 動 負 債 ( 8,632 ) ( 8,306 ) ( 325) ( 8,215 )

現 金 ･ 預 金 511 379 132 918 支払手形・買掛金 4,472 4,036 436 3,979

受取手形・売掛金 4,668 5,260 △591 4,280 短 期 借 入 金 1,370 2,397 △1,027 2,634

棚 卸 資 産 6,030 6,096 △65 6,493 賞 与 引 当 金 125 120 5 125

繰 延 税 金 資 産 219 132 87 223 そ の 他 2,664 1,753 910 1,476

そ の 他 86 151 △64 533

貸 倒 引 当 金 △18 △18 △0 △16 固 定 負 債 ( 3,654 ) ( 3,214 ) ( 439) ( 3,821 )

長 期 借 入 金 1,402 966 436 1,662

固 定 資 産 ( 12,118 ) ( 10,761 ) ( 1,356) ( 10,390 ) 退職給付引当金 1,899 1,896 2 1,820

有形固定資産 8,876 7,500 1,376 7,145 そ の 他 353 352 0 339

建 物 ・ 構 築 物 3,498 2,558 940 2,630

機 械 装 置
お よ び 運 搬 具 4,912 3,621 1,291 3,578 － [ 19 ] [ －] [ 16 ]

土 地 100 100 － 100

建 設 仮 勘 定 64 935 △870 544 － [ 11,221 ] [ －] [ 10,768 ]

そ の 他 299 284 15 291 資  本  金 － ( 2,343 ) ( －) ( 2,343 )

無形固定資産 143 137 5 71 資本剰余金 － ( 1,551 ) ( －) ( 1,551 )

ソフトウェア等 143 137 5 71 利益剰余金 － ( 6,330 ) ( －) ( 5,993 )

投資その他の資産 3,098 3,123 △25 3,173 － ( 1,002 ) ( －) ( 886 )

投 資 有 価 証 券 2,047 1,946 101 1,753 － ( △5 ) ( －) ( △4 )

繰 延 税 金 資 産 742 969 △227 1,190 － 22,761 － 22,822

そ の 他 388 288 99 311 [ 11,329 ]

貸 倒 引 当 金 △80 △81 1 △82 株　主　資　本 ( 10,257 )

資　本　金 2,343

資本剰余金 1,551

利益剰余金 6,369

自己株式 △6

評価・換算差額等 ( 1,045 )

その他有価証券
評 価 差 額 金

1,062

繰延ヘッジ損益 △17

少数株主持分 ( 26 )

資産合計 23,616 22,761 854 22,822 負債及び純資産合計 23,616

負債・少数株主持分
及び資本合計

( 純 資 産 の 部 )

中 間 連 結 貸 借 対 照 表

当中間期 前年中間期 当中間期 前年中間期

（ ）（

( 資 本 の 部 )

その他有価証券
評 価 差 額 金

自 己 株 式

）（

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

(少数株主持分)

）（ ） （） （ ）
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当中間期　（自　平成18年4月1日　　至　平成18年9月30日）　

（単位：百万円、未満切捨）

（単位：百万円、未満切捨）

５，９９３

５３

１２２

８

５，９８７

１９０

利益剰余金期末残高

連 結 子 会 社 除 外
に よ る 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

利益剰余金期首残高

利益剰余金増加高

利益剰余金減少高

（参考）　　　中間連結剰余金計算書

（資本剰余金の部）

（利益剰余金の部）

資本剰余金期首残高

資本剰余金期末残高

１，５５１

１，５５１

前 年 中 間 期

金 額

（ ）
自　17年4月 1日

至　17年9月30日

１１，３２９１７ １，０４５ ２６
平成18年9月30日残高

１，０６２ △

２６ １０８

△ ０

当中間期の変動額合計
６０ △ １７ ４２

１６９

自己株式の取得

８

中間純利益

△

△ １２２
剰余金の配当

当中間期の変動額

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額

等 合計

平成18年3月31日残高
１，００２

その他有価証券
評 価 差 額 金

１７

役員賞与

株主資本以外の項目の当中間
期の変動額（純額） ６０ △

－

評価・換算差額等

２，３４３

剰余金の配当

１，００２

－

株主資本以外の項目の当中間
期の変動額（純額）

平成18年3月31日残高

当中間期の変動額

役員賞与

中間純利益

自己株式の取得

当中間期の変動額合計

平成18年9月30日残高

４２

資本金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本

中間連結株主資本等変動計算書

２，３４３ １，５５１ △ ５

自己株式 株主資本合計

純資産合計

２６ ６９

少数株主持分

－ １１，２２１

－

１，５５１

６，３３０

△ １２２

△ ８

１６９

３９

６，３６９

△ ０

△ ０

△ ６

１０，２１９

△ １２２

△ ８

１０，２５７

１６９

△ ０

中 間 純 利 益

３８

－８－
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（単位：百万円、未満切捨）

自 18年4月 1日 自 17年4月 1日

至 18年9月30日 至 17年9月30日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１ ．税金等調整前中間純利益 ３００ ２８８ １２

２ ．減価償却費 ５４２ ４７７ ６４

３ ．有形固定資産除売却損益 ３ ３ △ ０

４ ．引当金の増減額（△は減少） ６ ６ ０

５ ．受取利息及び受取配当金 △ ２５ △ ５４ ２８

６ ．支払利息 １９ ２３ △ ３

７ ．売上債権の増減額（△は増加） ５９１ ３９６ １９４

８ ．棚卸資産の増減額（△は増加） ６５ △ ４１１ ４７６

９ ．仕入債務の増減額（△は減少） ４３６ △ ３６ ４７３

10 ．その他の増減 ２３ △ １７０ １９４

小    計 １，９６５ ５２３ １，４４１

11 ．利息及び配当金の受取額 ２４ ５４ △ ２９

12 ．利息の支払額 △ １７ △ ２３ ６

13 ．法人税等の支払額 ３ △ １３ １６

営業活動によるキャッシュ・フロー １，９７６ ５４０ １，４３５

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ ．固定資産の取得による支出 △１，０３２ △ ３９５ △ ６３６

２ ．固定資産の売却による収入 － ２３ △ ２３

３ ．その他の増減 △ ９７ １８ △ １１６

投資活動によるキャッシュ・フロー △１，１２９ △ ３５３ △ ７７６

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ ．短期借入金純増減額（△は減少） △ ５８０ １００ △ ６８０

２ ．長期借入金の借入による収入 ８００ － ８００

３ ．長期借入金の返済による支出 △ ８１１ △ ２８３ △ ５２８

４ ．自己株式の取得による支出 △ ０ △ １ ０

５ ．配当金の支払額 △ １２２ △ １２２ ０

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ７１４ △ ３０６ △ ４０７

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ０ ８ △ ９

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） １３２ △ １１０ ２４３

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ３７９ １，３９８ △１，０１９

Ⅶ － △ ６９ ６９

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ５１１ １，２１８ △ ７０６

中間連結キャッシュ・フロー計算書

金      額

当 中 間 期

金      額

増     減
（ ）

前 年 中 間 期

）

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額

金      額

期      別

科     目

（
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．連結範囲および持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数   １社（広栄パーストープ㈱） 
  非連結子会社数  １社（広栄テクノ㈱） 
    持分法適用会社数 該当事項はありません。 
 
２．連結範囲および持分法の適用の異動状況 
  該当事項はありません。 
 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
  広栄パーストープ㈱は６月末日を中間決算日としております。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 
満期保有目的の債券：償却原価法 
その他有価証券 
 時価のあるもの ：中間期末日の市場価格に基づく時価基準（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 
 時価のないもの ：移動平均法による原価基準 

② デリバティブ   ：時価基準 
③ 棚卸資産 

商品および原材料  ：総平均法による低価基準（連結子会社は総平均法による原価基準） 
上記以外の棚卸資産 ：総平均法による原価基準 
 

（２）重要な減価償却資産の減価償却方法 
① 有形固定資産    ：定額法 
② 無形固定資産    ：定額法 
             ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法 
 

（３）重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金     売掛金、貸付金、その他これらに準ずる債権の貸倒による損失に備えるため設定してお

          り、一般債権については、合理的に見積もった貸倒率により、貸倒懸念債権等特定の債

          権については、個別に回収可能性を検討して計上しております。 
② 賞与引当金     従業員に対して支給する賞与に充当するため設定しており、その計算の基礎は当中間期

          に負担すべき支給見込額を計上しております。 
③ 退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

          基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。過去勤

          務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）

          による按分額を費用処理しております。数理計算上の差異については、各年度の発生時

          の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による按分額をそれぞれ発生の

          翌年度より費用処理しております。 
④ 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支払に充てるため設定しており、その計算の基礎は内規による当中間

          期末役員退職慰労要支給額の100％を計上しております。 
 
（４）重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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（５）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振り

当て処理を行っております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段      ヘッジ対象

    為替予約取引     外貨建債権および外貨建予定取引 

③ ヘッジ方針 

管理基準に従い、為替変動リスクをヘッジしております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

それぞれのヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、有効性を評価しております。 

 

（６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の処理の方法 ： 税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金および現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなります。 

 

 

 
注 記 事 項 

 
                     （当中間期）    （前 期）    （増減）    （前年中間期）  

１．有形固定資産の減価償却累計額     26,308百万円   25,523百万円     785百万円  25,384百万円 

 

２．発行済株式数の種類および総数ならびに自己株式の種類および総数に関する事項 

（単位：株） 

 前期末 増加 減少 当中間期末 

発行済株式     

 普通株式 24,500,000 - - 24,500,000

 合計 24,500,000 - - 24,500,000

自己株式     

 普通株式 17,450 1,800 - 19,250

 合計 17,450 1,800 - 19,250

  （注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求に伴う取得であります。 

 

３．配当に関する事項 

  平成18年6月27日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

 ・普通株式の配当に関する事項 

(1)配当金の総額 122百万円

(2)１株当たり配当額 5円

(3)基準日 平成18年3月31日

(4)効力発生日 平成18年6月28日

 

４．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

                     （当中間期）    （前 期）    （増減）    （前年中間期）  

  現金及び現金同等物            511百万円    379百万円    132百万円    918百万円 

  取得日から3ヶ月以内に償還期限 

  の到来する短期投資            - 百万円     - 百万円        - 百万円    300百万円  

  現金及び現金同等物           511百万円     379百万円     132百万円   1,218百万円 
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１ ．事業の種類別セグメント情報
当中間期 （自 18年4月1日  至 18年9月30日）

Ⅰ．
売 上 高

1 ． 7,069 3,951 11,021 － 11,021
2 ．

7,069 3,951 11,021 － 11,021

営 業 費 用 6,634 4,057 10,692 － 10,692

営 業 利 益 434 △ 105 329 － 329

前年中間期 （自 17年4月1日  至 17年9月30日）

Ⅰ．
売 上 高

1 ． 5,782 3,487 9,270 － 9,270
2 ．

5,782 3,487 9,270 － 9,270

営 業 費 用 5,649 3,402 9,052 － 9,052

営 業 利 益 132 84 217 － 217

1．事業区分は、製品の種類、製造方法、販売市場の類似性等によっております。

2．各事業区分に属する製品の名称
(ファイン製品部門) 医農薬関連化学品、機能性化学品、その他
( 化 成 品 部 門 ) 多価アルコール類、その他

3．営業費用は、すべて各セグメントに配賦しております。

２ ．所在地別セグメント情報

３ ．海  外  売  上  高

当中間期 （自 18年4月1日  至 18年9月30日）

ア ジ ア 北 米 そ の 他 計

Ⅰ 2,130 1,399 705 76 4,311

Ⅱ 11,021

前年中間期 （自 17年4月1日  至 17年9月30日）

ア ジ ア 北 米 そ の 他 計

Ⅰ 1,768 1,211 387 8 3,376

Ⅱ 9,270

(注）

売 上 高 及 び 営 業 損 益

売 上 高 及 び 営 業 損 益

－－ －

ファイン製品
化成品部門

又 は 振 替 高

計化成品部門
ファイン製品

部       門

消    去
又は全社

連 結

－

セグメント情報

－ － － －

消    去
連 結

又は全社

計

計

－

計

－

部       門

ヨーロッパ

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る

19.3 12.7 6.4 0.7 39.1
海 外売 上高 の割 合 (%)

ヨーロッパ

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

Ⅲ
連 結 売 上 高 に 占 め る

19.1 13.1 4.2 0.1 36.4
海 外売 上高 の割 合 (%)

（単位：百万円、未満切捨）

（単位：百万円、未満切捨）

（単位：百万円、未満切捨）

（単位：百万円、未満切捨）

当中間期および前年中間期については、当社は本邦以外の国又は地域に所在する支店及び連結
子会社がないため該当事項はありません。

外部顧客に対する売上高
セグメント間の内部売上高

外部顧客に対する売上高
セグメント間の内部売上高
又 は 振 替 高
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１．その他の有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円、未満切捨）

２．時価評価されていない主な有価証券

（単位：百万円、未満切捨）

(１)満期保有目的の債券

(３)その他有価証券

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。

リ ー ス 取 引

非 上 場 株 式

株 式

地 方 債

子 会 社 株 式

区　　　　分

(２)子会社株式

１８

３３

１２

当　　中　　間　　期　　末

(１８年９月３０日現在)

前　　　　　期　　　　　末 前　年　中　間　期　末

(１７年９月３０日現在)(１８年３月３１日現在)

３３

１２

１６

３３

１２

中間連結貸借対照表計上額

取得原価

１９７ １，６８９ １，４９１

中間連結貸借対照表計上額

当　　中　　間　　期　　末 前　　　　　期　　　　　末

(１８年９月３０日現在) (１８年３月３１日現在)

１，６８７１，７８８

前　年　中　間　期　末

(１７年９月３０日現在)

貸借対照表

有　価　証　券

貸借対照表 差　　　額

区　　　　分 中 間 連 結 中 間 連 結

計 上 額

１９７

取得原価 取得原価

１９７ １，９８５

計 上 額

連結貸借対照表計上額

１６

連 結

計 上 額
差　　　額 貸借対照表

１，８８４

差　　　額

－13－



広栄化学【連結】

　
１．生産実績

（単位：百万円、未満切捨）

自 自

至 至

フ ァ イ ン 製 品

化 成 品

合     計

１．金額は、販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注状況

当社は過去の販売実績と将来の予想に基づいて見込生産を行っております。

３．販売実績

（単位：百万円、未満切捨）

自 自

至 至

フ ァ イ ン 製 品

化 成 品

合     計

１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

（単位：百万円、未満切捨）

自 自

至 至

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

金    額 割  合

２０７ △ 0.2%

増     減

生産、受注及び販売の状況

金      額

１，２８７

４６４

１，７５１

増     減

金      額

６１０

△　１７９

４３１

増     減

） （ ）

４，３０５

）

金      額

（注）

３，９５１

事業の種類別セグメントの名称

（

１１，０２１

７，０６９

金      額

18年4月 1日

18年9月30日

当 中 間 期 前 年 中 間 期

（注）

（ ）

金      額事業の種類別セグメントの名称

４，９１６

２，００１

６，９１７

当 中 間 期

18年4月 1日

18年9月30日

前 年 中 間 期

17年4月 1日

17年9月30日
（

５，７８２

３，４８７

９，２７０

２，１８０

６，４８５

金      額

17年4月 1日

17年9月30日

） （
17年4月 1日

18年9月30日 17年9月30日
）相   手   先

金    額 割  合 金    額 割  合

当 中 間 期 前 年 中 間 期

（
18年4月 1日

12.8%住 友 商 事 (株) １，３９１ １，１８４12.6%
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大
４３６７ 東京都

ＴＥＬ （０３） ６６６７－８２８１

１．1８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）
（１）経営成績

百万円 百万円 百万円

百万円 円 銭

無

（２）財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

９

６

(注) １．期末発行済株式数

２．1９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

百万円 百万円 百万円

１株当たり予想当期純利益
予想営業利益

・現金配当

※

本社所在都道府県
上場取引所

奥 野 剛 雄

長 尾 雅 昭

１株当たり純資産

中間期末 期末 年間合計

３．配当状況

（参考） ２４円１０銭
９３０ 百万円

０ ． ００

６
． ００

５． ００

．

５．

００

００18年3月期(実績)

１株当たり配当金（円）

19年3月期(予想) － ６

19年3月期(実績) ０ ． ００ －

総 資 産 純 資 産 自己資本比率

．

．
．

17,450 株

24,482,550 株

17年9月中間期 14,685 株 18年3月期

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

２．期末自己株式数 18年9月中間期 19,250 株

４５８． １２

18年9月中間期 24,480,750 株 17年9月中間期 24,485,315 株 18年3月期

１ ８ 年 ３ 月 期 ２１，３３３ １１，２２３ ５２

18 年 9 月 中 間 期 ２２，９９０ １１，２９４

４４０

４９

． ８１17 年 9 月 中 間 期 ２１，６３８ １０，７９３ ４９

　(注)記載金額は百万円未満切捨

１ ４６１． ３５

△ 42.0

１株当たり中間

個別中間財務諸表の概要

広 栄 化 学 工 業 株 式 会 社

決 算 取 締 役 会 開 催 日

単 元 株 制 度 採 用 の 有 無

平 成 18 年 11 月 9 日

代 表 者

問 合 せ 先 責 任 者

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号
(ＵＲＬ　 http://www.koeichem.com/)

18 年 9 月 中 間 期

平成１８年１１月　９日

経 理 室 長

代表取締役社長

８２２

平成19年 3月期

売上高 営業利益

株株

５０１

24,481,500 株

0.9△

経常利益

％ ％ ％

１７，７９７

配当支払開始日 平成－年－月－日

２１５

２６７

２８８

有（１単元 1,000株）

２９２

17 年 9 月 中 間 期

１ ８ 年 ３ 月 期

９，４５２ 14.9

８，２２５

通　　　期 ２０，５００

18 年 9 月 中 間 期

17 年 9 月 中 間 期 １８５

１，０００ ５９０

中間(当期)純利益

３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

１ ８ 年 ３ 月 期

14.5

30.1

26.3

18年9月中間期（注）１．期 中 平 均 株 式 数

４８

５７△

7.4△35.6

．

６

７

(当期)純利益
％

．１５８

△

△

２０ １４．

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分
に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、今後様々な要因によって上記予想値と異なる
場合があります。
なお、上記予想に関する事項は、添付資料５ページを参照して下さい。

24,485,13824,486,548

７８８

18年3月期

２．会計処理の方法の変更

17年9月中間期

－15－



（単位：百万円、未満切捨）

期  別

自 自

至 至

製品グループ

35.5 28.8 990

13.3 9.5 466

26.0 32.0 △ 169

74.8 70.3 1,287

19.0 21.4 35

6.2 8.3 △ 95

25.2 29.7 △ 60

1,226

( う ち 輸 出 額 ） （単位：百万円、未満切捨）

期    別

自 自

至 至

部  門  名

％ ％ ％

49.3 49.8 608

18.5 13.5 110

41.6 39.0 718

14.9

21.1

33.4

22.4

）

7,069

部 門 別 売 上 高 表

441 330

増減率

増減率金  額

増         減

金  額

構成比金  額

増         減

当 中 間 期 前 中 間 期

）

2,382

686

部
 
門

前 中 間 期

（
17 年 4 月 1 日

当 中 間 期

18 年 4 月 1 日

18 年 9 月 30 日
（

17 年 9 月 30 日

金  額

％

医 農 薬 関 連 化 学 品

機 能 性 化 学 品

そ の 他

フ
ァ

イ
ン
製
品
部
門

3,357

1,252

2,460

金  額構成比

5,782

1,756

2,366

輸出比率 金  額

18 年 9 月 30 日

％

786

2,630

％

17 年 9 月 30 日

41.9

輸出比率

）
17 年 4 月 1 日

（

2,879

2,442

8,225

化

成

品

部

門

そ の 他 590

1,791

100.0

18 年 4 月 1 日

合        計 9,452

59.3

△ 6.5

100.0

22.3

2.0

△ 13.9

△ 2.5

）

計

計

多 価 ア ル コ ー ル 類

合        計

（

フ ァ イ ン 製 品 部 門

化 成 品 部 門

3,929 3,210

3,487

－16－



中 間 損 益 計 算 書

（単位：百万円、未満切捨）

期  別 当 中 間 期

自18年 4月 1日 自17年 4月 1日 増      減

科  目 至18年 9月30日 至17年 9月30日

金      額 金      額 金      額

　 ９，４５２ ８，２２５ １，２２６

　 ７，５９６ ６，３８８ １，２０７

　 １，５６３ １，６２０ △ ５７

２９２ ２１５ ７６

　 ( １０６ ) ( １６６ ) ( △ ５９ )

２５ ５３ △ ２８

８１ １１３ △ ３１

　 ( １３２ ) ( ９４ ) ( ３８ )

１７ ２１ △ ４

１１４ ７２ ４２

２６７ ２８８ △ ２１

２６７ ２８８ △ ２１

３ ３ －

１０５ １００ ５

１５８ １８５ △ ２６

前 中 間 期

（ ） （

営 業 利 益

販 売 費 お よ び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

）

売 上 高

売 上 原 価

受取利息および配当金

そ の 他 の 収 益

支 払 利 息

営 業 外 費 用

そ の 他 の 費 用

経 常 利 益

税 引 前 中 間 純 利 益

中 間 純 利 益

法人税、住民税および事業税

法 人 税 等 調 整 額

-17-



(単位：百万円、未満切捨)

  科     目 18年9月30日 18年3月31日 増 減 17年9月30日   科     目 18年9月30日 18年3月31日 増 減 17年9月30日
現 在 現 在 現 在 現 在 現 在 現 在

[ 22,990 ] [ 21,333 ] [ 1,657 ] [ 21,638 ] [ 11,696 ] [ 10,109 ] [ 1,587 ] [ 10,845 ]

流 動 資 産 ( 10,850 )( 10,551 )( 299 )( 11,230 ) 流 動 負 債 ( 8,045 )( 6,898 )( 1,147 )( 7,016 )

現 金 ･ 預 金 405 269 135 800 163 104 59 129

受 取 手 形 92 － 92 － 3,695 3,142 552 3,401

売 掛 金 4,076 4,626 △549 3,911 1,370 1,847 △477 1,934

棚 卸 資 産 5,270 5,377 △107 5,771 2,621 1,622 999 1,390

繰延税金資産 219 127 92 201 125 120 5 125

短 期 貸 付 金 700 － 700 － 70 62 8 36

未 収 入 金 58 130 △71 180

そ の 他 33 25 7 369 固 定 負 債 ( 3,650 )( 3,211 )( 439 )( 3,829 )

貸 倒 引 当 金 △5 △4 △1 △4 1,402 966 436 1,662

349 348 0 346

固 定 資 産 ( 12,140 )( 10,782 )( 1,358 )( 10,408 ) 1,899 1,896 2 1,820

有形固定資産 8,876 7,499 1,377 7,142

建 物 2,519 1,878 641 1,918 [ －] [ 11,223 ] [ －] [ 10,793 ]

構 築 物 979 680 299 710 資  本  金 ( － )( 2,343 )( － )( 2,343 )

機 械 装 置 4,905 3,614 1,291 3,572 資本剰余金 ( － )( 1,551 )( － )( 1,551 )

車 両 運 搬 具 6 7 △0 6 － 1,551 － 1,551

工具器具備品 298 282 16 289 利益剰余金 ( － )( 6,333 )( － )( 6,017 )

土 地 100 100 － 100 － 341 － 341

建 設 仮 勘 定 64 935 △870 544 － 5,005 － 5,005

無形固定資産 137 130 6 63
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 － 3 － 3

ソフトウェア等 137 130 6 63 別 途 積 立 金 － 5,002 － 5,002

3,127 3,152 △25 3,203 － 986 － 670

投資有価証券 2,014 1,912 101 1,719 ( － )( 1,002 )( － )( 886 )

関係会社株式 63 63 － 63 ( － )( △5 )( － )( △4 )

長 期 貸 付 金 136 28 107 33

差 入 保 証 金 145 147 △2 158 － 21,333 － 21,638

繰延税金資産 742 969 △227 1,190 [ 11,294 ]

そ の 他 104 111 △6 120 株　主　資　本 ( 10,249 )

貸 倒 引 当 金 △80 △81 1 △82 2,343

1,551

1,551

6,361

341

6,020

固 定 資 産
圧 縮 積 立 金

0

特別償却積立金 31

別途積立金 5,502

繰越利益剰余金 485

△6

評価・換算差額等 ( 1,045 )

1,062

△17

22,990 21,333 1,657 21,638 22,990 21,333 1,657 21,638

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中 間 （ 当 期 ）
未 処 分 利 益

(純資産の部）

その他有価証券
評 価 差 額 金

自 己 株 式

負債及び資本合計

（

投資その他の資産

）

( 資 産 の 部 )

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

( 負 債 の 部 )

）（ ）（（

前中間期

（ ）

長 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

長 期 預 り 金

退職給付引当金

）

（ 資 本 の 部 ）

資産合計 負債及び純資産合計

中 間 貸 借 対 照 表 

当中間期 前　　期 当中間期 前　　期 前中間期

（ ）

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益
剰 余 金

自 己 株 式

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
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当中間期　（自　平成18年4月1日　　至　平成18年9月30日）　
（単位：百万円、未満切捨）

1,062 △ 17 1,045 11,294

60 △ 17 42 70

60 △ 17 42 42

△ 0

158

-

-

-

-

△ 8

評価・換算
差額等合計

純資産合計

△ 122

利益処分による役員賞与

固定資産圧縮積立金の取崩し

特別償却積立金の積立

評価・換算差額等

- -

当中間期の変動額

剰余金の配当

1,002 -

平成18年9月30日残高

当中間期の変動額合計

自己株式の取得

中間純利益

特別償却積立金の積立

株主資本以外の項目の当中間
期の変動額（純額）

1,002 11,223

2,343 1,551

別途積立金の積立

特別償却積立金の取崩し

利益処分による役員賞与

固定資産圧縮積立金の取崩し

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益

当中間期の変動額

別途積立金の積立

中間純利益

平成18年3月31日残高

剰余金の配当

株主資本以外の項目の当中間
期の変動額（純額）

自己株式の取得

当中間期の変動額合計

平成18年9月30日残高

特別償却積立金の取崩し

中間株主資本等変動計算書

3 - -

平成18年3月31日残高

-

10,221

繰越利益
剰余金

986 △ 53

利益剰余金

自己株式 株主資本合計

利益準備金
固定資産

圧縮積立金
特別償却
積立金

別途積立金

- 5,002 6,333

△ 8

△ 122△ 122 △ 122

△ 8 △ 8

△ 2 -2 -

-△ 34

△ 3

34

500 -△ 500 -

158158 158

△ 0 △ 0

△ 2 △ 0 27△ 500 2850031

31 5,502341 0 △ 6 10,249485 6,361

資本準備金

-

341

株主資本

その他利益剰余金
利益剰余金

合計

2,343 1,551

資本金

資本剰余金
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 
満期保有目的の債券：償却原価法 
その他有価証券 
 時価のあるもの ：中間期末日の市場価格に基づく時価基準（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 
 時価のないもの ：移動平均法による原価基準 

② デリバティブ   ：時価基準 
③ 棚卸資産 

商品および原材料  ：総平均法による低価基準 
上記以外の棚卸資産 ：総平均法による原価基準 

 
２．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産    ：定額法 
② 無形固定資産    ：定額法 
             ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法 
 
３．引当金の計上基準 

① 貸倒引当金     売掛金、貸付金、その他これらに準ずる債権の貸倒による損失に備えるため設定してお

          り、一般債権については、合理的に見積もった貸倒率により、貸倒懸念債権等特定の債

          権については、個別に回収可能性を検討して計上しております。 
② 賞与引当金     従業員に対して支給する賞与に充当するため設定しており、その計算の基礎は当中間期

          に負担すべき支給見込額を計上しております。 
③ 退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

          基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。過去勤

          務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）

          による按分額を費用処理しております。数理計算上の差異については、各年度の発生時

          の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による按分額をそれぞれ発生の

          翌年度より費用処理しております。 
④ 役員退職慰労引当金 役員退職慰労金の支払に充てるため設定しており、その計算の基礎は内規による当中間

          期末役員退職慰労要支給額の100％を計上しております。 
 
４．リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
５．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振り

当て処理を行っております。 
② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段      ヘッジ対象

    為替予約取引     外貨建債権および外貨建予定取引 

③ ヘッジ方針 

管理基準に従い、為替変動リスクをヘッジしております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

それぞれのヘッジ手段とヘッジ対象が対応していることを確認することにより、有効性を評価しております。 

 
６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理の方法 ： 税抜方式によっております。 
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注 記 事 項 
 
 
                     （当中間期）    （前 期）    （増減）     （前中間期）  

１．有形固定資産の減価償却累計額     26,306百万円   25,522百万円     784百万円  25,383百万円 

 

 

 

２．自己株式の種類および総数に関する事項 

（単位：株） 

 前期末 増加 減少 当中間期末 

自己株式     

 普通株式 17,450 1,800 - 19,250

 合計 17,450 1,800 - 19,250

  （注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求に伴う取得であります。 

 

 

 

 

 

 

リ ー ス 取 引 
 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
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